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                             資料 1 

令和 6 年度 八代市国民健康保険事業運営計画(案) 

Ⅰ. 計画の趣旨 

国民健康保険は、現役を引退した年金生活者をはじめ、非正規雇用者、

失業者など、他の医療保険に比べ高齢者や低所得者を多く抱えている。 

その一方では、高齢化の急速な進展や医療技術の高度化に伴う医療費の

増加が同時に進行するなど、構造的な問題を抱えており、保険者は厳しい

財政運営を強いられている。 

このような中、国は持続可能な医療保険制度を構築するため、平成 30 年

4 月から、都道府県が市町村とともに保険者となり、安定的な財政運営や効

率的な事業運営の中心的な役割を担う「国保の都道府県化」を実施し、加

えて毎年約 3,400 億円の追加的な財政支援（公費拡充）を行うことで、構

造的な問題の改善を図ることとした。 

本市においても、非常に厳しい財政状況にあり、平成 27 年度に合併後初

めて赤字を計上し、その後税率等の改定による歳入確保や医療費適正化推

進による歳出抑制に努めたが、赤字の解消には至らず、平成 29 年度末の実

質累積赤字は約 7 億円となった。 

そのため、平成 30 年度の国保の都道府県化に伴い、県から示されること

となった標準保険料率を基に、累積赤字の解消を図ることを考慮して税率

改定及び医療費適正化、保健事業を行い、令和２年度に累積赤字を解消す

ることができたところである。 

したがって、今後も標準保険料率を参考に、毎年保険税率を検討しなが

ら、適正課税による税収の確保に努め、国保財政の健全化を図っていく。 

また、保健事業においては、令和 6 年 3 月に策定予定の第 3 期データヘ

ルス計画及び第 4 期特定健診等実施計画（R6～R11 年度）に基づき、特定健

康診査と特定保健指導を重点事業として中心に据え、積極的に推進し、生

活習慣病等の早期発見・早期治療により、疾病の発症や重症化予防に努め

ていくところである。 

さらに、平成 30 年度に保険者インセンティブ強化のために創設された

「保険者努力支援制度」の評価指標に基づいた保健事業（受診率向上や糖

尿病の重症化予防等）にも注力し、医療費適正化の推進を図ると同時に調

整交付金の増額を図る。 

これらを踏まえ、令和 6 年度における本市国保事業の安定運営に向けた

総合的かつ効果的な事業を推進していくため、その方向性と６つの重点目

標を設定し、本計画を策定するものである 



2 

 

Ⅱ. 重 点 目 標 

 

１．被保険者資格の適正化 

  （１）被保険者資格の適用適正化について 

  （２）外国人に対する被保険者資格の適用適正化について 

  （３）居所不明者について 

  （４）生活保護適用者の資格調査について 

２．財政の健全化 

  （１）適正賦課について 

  （２）国保税率について 

  （３）収納（滞納）対策について 

  （４）結核性疾病、精神疾患に係る療養給付費の把握 

（特別調整交付金） 

３．保健事業の充実 

  （１）特定健康診査、特定保健指導【健康推進課】 

  （２）健康づくり推進事業（関連事業） 

  （３）その他の保健事業等 

４．医療費適正化対策 

  （１）特定健診・特定保健指導受診率向上対策 

  （２）糖尿病等重症化予防対策 

  （３）後発医療品（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品）の普及啓発・使用促進 

  （４）レセプト点検等の充実強化 

  （５）医療費通知の充実強化 

  （６）人間・脳ドック助成事業の実施 

  （７）人間ドックの受診情報提供者への報奨金 

  （８）重複・頻回受診者に対する適正受診の指導 

  （９）はり・きゅう等施術助成の実施 

  （10）健康づくりに関する意識啓発 

  （11）第三者行為の把握と適正な求償事務 

５．広報活動 

６．職員の研修 

  （１）都市国保協議会に関するもの 

  （２）庁内研修 

  （３）県、国保連合会、国保中央会に関するもの 
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１．被保険者資格の適正化 

国保事業の運営にあたっては、被保険者資格の適用対象の把握が重要で

あり、窓口における被保険者資格の審査を徹底するとともに、下記の作業

を行う。 

 

（ １ ） 被 保険 者 資格 の適用 適 正化について 

①「国民年金第 1 号・第 3 号被保険者資格喪失者一覧表」及び令和 

  3 年 10 月 20 日から稼働したオンライン資格確認システムより提供   

  される「資格重複状況結果一覧ファイル」を活用して、国保と社保   

  の保険資格が重複していると思われる者に対し、国保脱退勧奨通知 

  を発送する。 

②国保脱退申請の電子化を推進する。また、納税課や市民税課等の 

関係課と情報を共有し、社保の保険資格を有していると確認できる

者については、職権による国保資格喪失を行う。 

③「国民年金第 2 号被保険者資格喪失者一覧表」を活用して、会社 

等を退職したことにより厚生年金等の資格を喪失した者及びオンラ

イン資格確認システムから提供される「国保加入勧奨情報ファイ

ル」を活用して、診療月から 3 ヵ月経過後も新資格が判明しない者

に対し、加入勧奨通知を発送する。 

 

（ ２ ） 外 国人に対する被保 険 者資 格 の適 用適 正 化について 

① 3 ヵ月以上滞在する等の外国人であって住所を有する者に対しては、転入時に 

 社会保険資格が無い場合は、国保加入手続きを行う。 

②(1)-①の日本人の場合と同じく、国保と社保の保険資格が重複している

と思われる者に対しては、国保脱退勧奨通知を発送する。 

③(1)-③の日本人の場合と同じく、診療月から 3 ヵ月経過後も新資格

が判明しない者に対しては、加入勧奨通知を発送する。 

④転出手続きをせずに帰国した者に対しては、市民課からの異動届を

元に資格喪失処理を行う。 

 

（ ３ ） 居 所不 明 者について 

国民健康保険証、納税通知書等の返戻者については、市民課が実施 

する住民登録実態調査の際に情報提供を行い、被保険者資格の適正 

化に努める。 

（ ４ ） 生 活保 護 適用 者の資 格調 査について 

生活援護課資料により保護の開始及び廃止の調査を行う。 
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２．財政の健全化 

（ １ ） 適 正賦 課について 

国保の恒常的な安定運営のため、適正な賦課の確保に努め、健全化を 

図る。また、被保険者相互間の負担の公平に留意する。 

 

①国保税算定の基礎となる所得の把握については市民税課と連絡を 

密にし、賦課漏れをなくすとともに、転入者に対しては、窓口で 

簡易申告書の受付及び前住所地に所得状況の照会を行う。 

②国保加入世帯について、未申告世帯の抽出を行い、5 月に申告書を 

 送付し申告勧奨を行う。 

③遡及賦課については、地方税法第 17 条の 5 により 3 年間遡及賦課 

を行う。 

④国保加入世帯の住民異動等による賦課誤り、賦課漏れを防ぐため、 

 市民課の異動届の全件確認を行う。 

 

（ ２ ） 国 保税 率について 

国民健康保険の都道府県化に伴い、県から国保事業を運営するため

に必要な標準保険料率が示され、それを参考に将来にわたる国保財政

の健全化維持を考慮し、各市町村で税率設定を行うとなっている。 

本市においては、令和２年度に累積赤字は解消されたものの、国保被

保険者数の減少に伴う税収の減少、国保被保険者の高齢化や高度医療

化に伴い一人当たりの医療費は年々増加しているため、県全体の医療

費はおおむね横ばいで推移することから、市町村が支払う国保事業費

納付金もほぼ横ばいで推移すると見込んでいる。 

今後、収支の悪化が見込まれる中、本来であれば税率を引き上げるべ

きであるが、被保険者への負担を考慮し、当面は繰越金や基金を活用す

ることにより、令和 6 年度の保険税率は現行のまま据え置くこととし

た。 

 

 

 

 

 

所得割 均等割（1人当り） 平等割（1人当り） 所得割 均等割（1人当り） 平等割（1人当り） 所得割 均等割（1人当り）

①
標準保険料率

（R6年度）
9.33% 31,960円 21,962円 3.17% 10,729円 7,373円 2.83% 18,368円

② 現行税率 10.60% 29,600円 22,000円 3.30% 9,300円 6,900円 2.70% 14,900円

+1.27％ ‐2,360円 +38円 +0.13％ ‐1,429円 ‐473円 ‐0.13％ ‐3,468円

税　　率
医療分 後期分 介護分

比較（②-①）
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（ ３ ） 収 納（ 滞 納） 対 策について 

令和 4 年度末現在の滞納累積額は約 6 億 8 千 4 百万円となっている。

今後も滞納者の実態の分析等を行い、個別指導等の強化を図りながら

収納率向上のため、以下を実施する。 

 

①  滞納初期からの滞納処分の積極的実施を組織一丸となって行う。 

②  給与・年金・預貯金等の債権差押えを強化する。 

③  滞納世帯の滞納原因を把握し、納税折衝を積極的に行い、納税を促

進する。 

④  夜間（週 1 回 19 時まで）の窓口開設やコンビニ収納、スマホ決済 

等により、納税の機会を確保する。 

⑤  滞納世帯に対しては短期の保険証を交付し、また、1 年以上納付が 

ない世帯には資格証明書を交付して滞納者との接触の機会を図る。 

⑥  滞納世帯に対して、保険給付を窓口払とすることで納税機会の確

保を行うことや、世帯主の同意を得て保険給付額を直接滞納額に

充当する保険給付の受領委任制度を活用し、収納率の向上を図

る。 

 

収納率の推移（現年度分）                         （単位：％） 

 

 

（ ４ ） 結 核性 疾 病 、精 神疾 患に係る療 養 給 付費 の把握 （ 特別 調 整交 付 金）  

結核性疾病、精神疾患に係る療養給付費は、特別調整交付金による財 

源手当てがあるため、レセプト点検時に実績額を的確に把握する。 

  

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5(見込) Ｒ6(目標) 

一般 94.12 94.71 94.96 94.96 95.00 

退職 — — — — — 

合計 94.12 94.71 94.96 94.96 95.00 
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３．保健事業の充実 

第 3 期データヘルス計画及び第 4 期特定健診等実施計画に基づいて、保健事業を実施

する。特定健康診査、特定保健指導を保健事業の重点事業として位置付け、

健診受診率 35％を目標に、生活習慣病の発症予防と重症化予防を中心とし

た事業を行う。医療機関と連携した特定健診同等検査情報提供事業（みな

し健診）を実施し、受診率向上を目指すとともに、被保険者の健康増進を

推進し、健康づくりに対する意識の向上により医療費の適正化を図る。 

また、がん検診等による生活習慣病の早期発見、早期治療及び生活習慣病

予防の推進は、市民の健康増進と健康寿命の延伸に寄与することから、関

係課と連携し、切れ目のない保健事業と介護予防を一体的に実施する。 

保健事業実施に当たっては、感染症予防対策を充分に行い、感染状況に

応じた実施体制とする。 

 

（ 1）特 定 健康 診 査、特定 保 健指 導 【健 康 推進 課 】  

   平成 28 年度から健診自己負担額を 500 円のワンコインで実施し、ま

た、心電図等の検査項目の追加により健診内容の充実を図り、さらに

県広域化に参加し医療機関と連携した「特定健診同等検査情報提供事

業（みなし健診）」を実施し、特定健診及び特定保健指導の受診率向上

を目指す。また、健診結果に応じ保健指導を実施し、生活習慣病の発

症及び重症化予防を推進する。 

根 拠 法：「高齢者の医療の確保に関する法律」第 20 条 

     「第 4 期特定健康診査等実施計画」 

対 象 者：40 歳～74 歳の国民健康保険加入者 

 

①特定健診 

●健診内容  

≪基本的な健診項目≫ 

問診、身体測定、腹囲測定、血圧測定、血中脂質検査（中性脂肪、HDL・LDL－ 

コレステロール）、肝機能検査（ＡＳＴ，ＡＬＴ，ｒ－ＧＴ）、血糖検査（空 

腹時血糖）、尿検査（糖・蛋白） 

 

   ≪追加健診（保険者独自）≫ 

血糖検査（ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ A1ｃ検査）、腎機能検査（血清クレアチニン、血清尿酸）、 

尿検査（尿潜血）、＊心電図検査、＊眼底検査、＊貧血検査 

      ＊心電図検査、眼底検査、貧血検査については、健診結果から必要
な対象者に対し、医師の判断による詳細項目となっているが、本
市ではＨ28 年度から原則、特定健診受診全対象者に実施。 
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●委託先：八代市・郡医師会、県総合保健センター、ＪＡ厚生連 

●実施方法：①複合健診 ②巡回健診 ③医療機関健診 

●自己負担額：500 円（40 歳は自己負担額無料） 

 

  ②特定健診同等検査情報提供事業（みなし健診） 

    治療中の方で、特定健診と同等の検査を医療機関で実施している 

場合、その検査結果を医療機関より情報提供を受ける。 

   ●対 象 者：特定健診未受診者で、医療機関で特定健診と同等の検 

査を実施し、情報提供に同意した者 

   ●実施方法：Ｒ5 年度から熊本県の広域化として実施。 

 

③特定保健指導 

   ●特定保健指導内容 

    特定健診の結果に基づき、生活習慣病のリスクに応じて「動機づ

け支援」「積極的支援」に区分し、特定保健指導を実施している。 

   ●委託先：熊本県総合保健センター、ＪＡ厚生連 

くまもと健康支援研究所 

       複合健診分の積極的支援・動機づけ支援の一部を委託する。 

 

特定 健 診受 診 率    

 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5(見込) Ｒ6(目標) 

対象者数 (人) 22,394 21,743 20,585 20,550 19,523 

受診者数 (人) 5,684 6,885 6,554 6,549 6,833 

受診率 25.4％ 31.7％ 31.8％ 31.9％ 35.0% 

※Ｒ4 年度熊本県受診率 37.7％ 

※Ｒ6 年度目標値（八代市特定健診等実施計画より (第 4 期：Ｒ6～Ｒ11（素案）） 

 

特定 保 健指 導 実施 率         

  Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5(見込) Ｒ6(目標) 

対象者数 (人) 620 805 765 760 793 

終了者 (人) 369 466 459 ― 515 

実施率 59.5％ 57.9％ 60.0％ ― 65.0％ 

※Ｒ4 年度熊本県実施率 52.2％ 

※Ｒ6 年度目標値（八代市特定健診等実施計画より (第 4 期：Ｒ6～Ｒ11（素案）） 
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（ 2）健 康づくり推 進 事業 （ 関連 事 業）  

【高 齢 者支 援 課】  

①  健康教育 

介護予防教室、出前講座を活用した健康教育 

②  健康の保持増進事業 

やつしろ元気体操教室、通いの場（住民主体の体操教室） 

通所型サービスＢ（住民ボランティアによるミニデイサービス） 

③  高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

個別支援による生活習慣病の重症化予防等 

高齢者の通いの場におけるフレイル予防教室等 

 

【健 康 推進 課 】  

①  健康増進事業 

 ●がん検診等 

  胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がん等のがん検診や 

歯周病検診を実施する。 

●健康教育 

生活習慣病の予防等の健康に関することについて、正しい知識の 

普及を図り、「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、 

健康の保持増進に資することを目的として実施する。 

歯と口の健康週間として実施する『やつしろ歯の祭典』において

健康コーナーを設置、校区健康教育、生活習慣病予防講演会、広報

誌、ＳＮＳ等での周知啓発等を行う。 

●健康相談 

定期的に実施している相談日・随時相談・健診後の保健指導等個 

別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行う。特定保健指導の対象 

とならない健診結果でも、必要な方には個別健康相談を実施し、高 

血圧・糖尿病・CKD(慢性腎臓病)等の疾病の発症や重症化を予防する。 

●訪問指導 

特定保健指導対象者以外の要指導者等に対しても、必要に応じて、 

訪問指導を行う。 

 

②生活習慣病予防健診（ヤング健診） 

20 歳から 39 歳までの方で健康診査を受診する機会が少ない方を 

対象に実施する。必要な方には保健指導を行い、若い頃からの生活 

習慣病予防対策として実施する。 
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③健康づくり応援ポイント事業 

市民が楽しみながら継続して健康づくりに取り組むことを目的に、 

健康運動の実践や健康診断の受診など健康づくりへの積極的な取組

に応じてポイントを付与し、一定のポイントを獲得した者を対象に

抽選により賞品を提供する。 

 令和元年度より「健康づくり応援ポイント事業」に賛同する地域

団体・企業等の参加団体登録も実施している。 

 

（ ３ ） その他の保 健事 業等  

  【 高齢 者 支援 課 ・ 健康 推 進課 ・ 国保 ねんきん課】  

   ●高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（令和 4 年度開始） 

 国保の保健事業や介護予防事業と高齢者の保健事業を一体的に実

施し、保険者間の健康情報等の円滑な引継を行い、多様な課題に対応

し、切れ目のないきめ細かな保健事業を実施する。 

 ※令和 4 年度は 2 圏域で実施。令和５年度より全 6 圏域で実施。 

  

  【 健康 推 進課 】  

   ●健康に関する情報提供 

 健康推進課の専門職（保健師、管理栄養士、歯科衛生士、助産師）のキャラ

クター（やつしろごろよカモ～ン！ず）を活用し、健康に関する情報「健康

コラム」等をホームページやＳＮＳ等により周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国 保ねんきん課 】  

●医療費の現状を中心とした内容の出前講座を実施する。 

 

 

 

 

保健師の 

「ばん ぺいゆ」です 

 

管理栄養士の 

「やつしろ とまみ」です 

歯科衛生士の 

「やつしろ いぐさ」です 

 

助産師の 

「せせらぎ しょうが」です 
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４．医療費適正化対策 

国民健康保険事業の安定的な運営を目指し、増大する医療費を抑制する

ために医療費の適正化を図るため、下記のような各種保健事業の取り組み

を行っている。 

 

（ １ ） 特 定健 診 ・特 定 保健 指 導の受 診率 向上 対 策  

●利便性の向上 

①受けやすい健診体制の充実を図る。 

・がん検診等と同時実施 

   ※巡回健診に前立腺がん検診を追加（Ｈ27 年度～） 

   ※医療機関健診に大腸がん検診を追加（Ｈ28 年度～） 

   ※郵送による大腸がん検診を実施（Ｒ2 年度～） 

・土日の休日における複合健診の実施 

②  国保人間ドック・脳ドックで特定健康診査を実施する。 

③  個人で実施の人間ドック受診者からの情報提供を受け特定健診受

診と見なす。（人間ドック情報提供事業） 

●未受診者対策の強化 

④若い世代の受診率向上を目指し、新たに健診対象となる 40 歳を対

象に個人負担金を無料化し、未申込者には複合健診の受診券を送付

する。 

⑤健診未申込者に対し、特定健康診査の医療機関健診の受診券や特定

健診同等検査情報提供書を送付し受診勧奨を行う。 

⑥電話等による受診勧奨を行う。 

  ●周知啓発活動の強化 

⑦『特定健診』のＰＲ活動の推進 

・生活習慣病予防通信「すら～っと」の発行（広報紙折込） 

・エフエムやつしろ、市ホームページ、広報紙、ＳＮＳ等による周知 

・ポスターの掲示、チラシ配布 

・母子保健事業、出前講座等の機会を活用した健康教育実施 

●関係機関との連携 

⑧医療機関との連携を図り、治療中の者の健診受診を促進する。 

⑨地域組織や団体と連携し、健診の周知啓発に努める。 

 

（ 2）糖 尿 病等 重 症化 予防 対 策  

①特定健診の結果から、糖尿病等の重症化の危険性の高い者を抽出し

重症化予防の保健指導を医療機関と連携し実施する。  

②早期腎症を発見するために、高血糖者を対象に微量アルブミン尿検

査を実施する。  
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③八代圏域で開催の糖尿病性腎症重症化予防対策における保健医療連

携会議で、医療機関と連携した保健事業体制を構築し、本市の健康課

題の解決を図る。 

④過去の健診結果による糖尿病管理台帳を作成し、治療中断者や未治

療者への受診勧奨及び治療中断予防を行う。 

 

（ ３ ） 後 発医 薬 品（ジェネリック医 薬 品） の普及 啓 発・ 使 用促 進  

 ジェネリック医薬品の利用を促進し、被保険者自身の医療費自己負担 

 額の軽減、及び医療費の適正化につなげる。また、国の目標値である 

 ジェネリック医薬品の使用割合 80％以上を目指し、普及啓発を図る。 

 

①ジェネリック医薬品希望シールを全世帯に配布する。  

②ジェネリック医薬品利用差額通知の送付 

対象年齢：30 歳～74 歳 

対象差額：100 円以上 

通知回数：年 2 回（8 月、2 月） 

通知件数：各 1,500 件予定 

※参考 Ｒ4 年 8 月発送分差額通知効果額：765 千円 

Ｒ4 年度ジェネリック医薬品の使用割合：81.8％ 

 

（ ４ ） レセプト点 検等 の充実 強 化  

被保険者資格の適正管理並びに医療費の適正化を図るため、医療事務 

専門業者にレセプト点検（資格・内容審査等）に係るすべての業務を一

元的に委託し、点検業務の合理化及び充実強化を図る。 

 また、柔道整復施術の適正受診を推進するため、患者調査を実施する。 

※参考 Ｒ4 年度効果額：  内容点検 5,383 件  14,958 千円 

資格点検 2,051 件  74,136 千円 

 

（ ５ ） 医 療費 通 知の充 実強 化  

全受診世帯に対して、7 項目（受診年月、受診者氏名、医療機関等の 

名称、入院・外来等の区分、入院・外来等の日数、医療費の額、患者負 

担額）記載の医療費通知を送付する。 

・ 5 月(11 月～ 1 月診療分) 

・ 8 月( 2 月～ 4 月診療分) 

・11 月( 5 月～ 7 月診療分) 

・ 2 月( 8 月～10 月診療分） 

計 4 回、各 19,000 件程度を予定 
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（ ６ ） 人 間・ 脳ドック助 成事 業 の実 施  

被保険者の健康診査と疾病予防及び重症化防止を推進し、医療費の適

正化を図ることを目的とした事業である。令和 6 年度も前年度に引き続

き、医療機関との連携を強化し、医療費適正化と受診率アップによる調整

交付金（保険者努力支援分）の増加を図る。 

 

 Ｒ5 人間・脳ドック Ｒ6 人間・脳ドック 

募集人員 1,000 名 1,000 名(予定) 

助 成 金 一律 2 万円 一律 2 万円 

医療機関 13 医療機関 12 医療機関 

対象年齢 40～74 歳 40～74 歳 

  ※Ｒ5 年度 12 月末実績･･･人間ドック 346 名、脳ドック 155 名 

 

(７ )人 間ドックの受診 情報 提 供者 への報 奨 金  

特定健康診査の実施項目を含んだ人間ドックを受診し、検査結果を市

に提供した国保被保険者へ 6 千円を報奨金として交付する。 

  [Ｒ6 年度 6,000 円／人、100 名予定（予算額 600 千円）] 

※Ｒ5 年度 12 月末実績･･･38 名 

 

（ ８ ） 重 複・ 頻 回受 診 者に対する適 正受 診 の指 導  

看護師が、一ヵ月に 4 ヵ所以上の異なる医療機関若しくは同じ診療科

を 2 ヵ所以上受診している重複受診者及び一ヵ月に同じ医療機関を 15

回以上受診している頻回受診者を戸別に訪問し、療養上の日常生活指

導及び適正受診に関する指導を行い、自主的な健康づくりを支援する。 

さらに、一ヵ月に同作用薬の重複処方が発生した重複服薬者や処方薬

剤数が 15 種類以上の多剤投与者も戸別訪問対象に追加し、重複薬や残

薬の確認を行い、医療機関や調剤薬局で相談するよう勧奨を行う。 

  ※Ｒ5 年度 12 月末実績 ･･･重複受診者 42 名、頻回受診者 14 名 

重複服薬者 29 名、多剤投与者 25 名 

 

（ ９ ） はり・ きゅう等 施 術助 成 の実 施  

慢性的な疾患の症状の緩和や治癒を促す施術を受けようとする国保被保険者へ

利用券を交付し、助成を行う。 

[Ｒ6 年度 1,000 円／回、１人年間 15 回分予定（予算額 7,457 千円）] 

    ※Ｒ5 年度 12 月末実績･･･4,923 回分、899 名 
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（ 10） 健康 づくりに関 する意識 啓 発  

【国 保ねんきん課 】  

市広報紙折込の「国保だより」を定期的に作成し、国民健康保険 

制度や医療費の状況、適正受診の啓発、国保財政状況等の内容を掲 

載し全戸に配布する。特定健診の受診勧奨のための内容も掲載して 

いる。 

〔Ｒ6 年度／4 回（4 月・7 月・12 月・2 月）発行予定(各 49,691 部)〕 

エフエムやつしろ、広報紙、SNS 等での周知啓発等 

 

【健 康 推進 課 】  

市広報紙折込の生活習慣病予防通信「すら～っと」を発行 

〔Ｒ6 年度／1 回発行予定（50,300 部）〕 

校区健康づくりや出前講座等による健康教育、生活習慣病予防講 

演会、エフエムやつしろ、広報紙、ＳＮＳ等での周知啓発等 

 

（ 11） 第三 者 行為 の把握 と適 正な求償 事 務  

国保連合会の第三者行為等診療報酬明細書一覧表により毎月、交通

事故等第三者行為により治療を受けた被保険者の把握を行う。当課へ

の届出が未届である該当者へ届出勧奨通知を送付し、求償事務の適正

な実施につなげ、医療費の適正化を図る。なお、届出受理後の求償事

務は国保連合会に委託する。 
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５．広報活動 広報年間計画 

№ 実施予定 月  内容 方法 

1 R6 年 4 月  
国保加入・脱退手続き、はりきゅう等施術の助成、高額
療養費・療養費について他 

国 保 だより 

２  4 月  国民健康保険税の仮算定、税率等改正他について 広 報 やつしろ 

３  4 月  国民健康保険税仮算定納税通知書について FM やつしろ 

４  5 月  国民健康保険加入脱退・申告勧奨について FM やつしろ 

５  6 月  国民健康保険税の本算定と保険証の更新について FM やつしろ 

６  7 月  
国民健康保険の税率について、整骨院・接骨院のかかり
方、ジェネリック医薬品利用促進のお知らせ、人間ドッ
ク情報提供事業他 

国 保 だより 

７  7 月  
限度額認定証新規申請及び更新手続き、国民健康保険
税の本算定と国保加入・脱退手続き等 

広 報 やつしろ 

８  7 月  
国民健康保険高額療養費の申請と限度額適用認定証の
更新について 

FM やつしろ 

９  9 月  ジェネリック医薬品及び国民健康保険療養費について FM やつしろ 

１ ０  10 月  国民健康保険制度と国保の届出について FM やつしろ 

１ １  12 月  
社会保険料控除用納付額明細書（国保・後期・介護）発
行の登録他について 

広 報 やつしろ 

１ ２  12 月  
八代市国民健康保険特別会計決算、医療費通知について
他 

国 保 だより 

１ ３  12 月  
国保税の社会保険料控除用納付額明細書と国保加入・脱
退の手続きについて 

FM やつしろ 

１ ４  12 月  
高額介護合算療養費及び第三者行為による被害届につ
いて 

FM やつしろ 

１ ５  R7 年 1 月  国民健康保険制度と国保の届出について FM やつしろ 

１ ６  2 月  人間・脳ドック募集について 国 保 だより 

１ ７  2 月  
国民健康保険高額療養費及びジェネリック医薬品につ
いて 

FM やつしろ 

１ ８  通 年  国保啓発ポスター掲示  ※特定健診受診促進編、収納促進編  
本 庁 舎 、 支 所 、

その他 施 設  

健康推進課：エフエムやつしろ 4 月健診案内 7 月健診結果説明会 2 月健診申込案内 

      広報折込 10 月生活習慣病予防通信「すら～っと！」 2月健診申込案内 
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６．職員の研修 

当課は窓口業務が主であり、市民の相談等に的確に対応できるよう業務

に精通しておく必要がある。また、国保ねんきん課だけではなく、市民課

や納税課、支所担当課等、国保業務に携わる課が多岐にわたるため、研修

を積極的に進め、職員の資質向上を図る。 

 

(１ )都 市 国保 協 議会 に関するもの 

①九州都市国保研究協議会【鹿児島市】             (5 月予定） 

②熊本県都市国保賦課・徴収事務担当者研修会【山鹿市】 

                                       （10 月予定） 

③熊本県都市国保研究協議会定例会【人吉市】       （10 月予定） 

④熊本県都市国保資格・給付事務担当者研修会【菊池市】 

（11 月予定） 

           

(２ )庁 内 研修  

①各健康福祉地域事務所国保担当者との国保事務に 

 関する合同研修会                 （4 月予定） 

②市民課窓口職員への国保業務に関する研修         （5 月予定） 

③保健指導担当者研修（事例学習会等）     （年間 3 回予定） 

 

(３ )県 、国保 連 合 会、国保 中 央会に関するもの 

①国保総合システム操作研修会（国保連合会）      (5 月予定） 

②税徴収事務研修会（県）             （8 月予定） 

③保健事業担当者研修会（国保連合会）       （8 月予定） 

④第三者行為求償事務担当者研修会（国保連合会）    (10 月予定) 

⑤国保事務担当者研修会（県）           （5 月予定） 

⑥レセプト点検研修会（国保連合会）        （11 月予定) 

⑦データヘルス推進研修会（国保連合会）         （年 3 回予定） 

⑧保健指導担当者スキルアップ研修会（国保連合会） （年 1 回予定) 
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令和 6 年度国⺠健康保険制度改正について 

 
◎国⺠健康保険税の課税限度額の⾒直し 
 
 〇概要 
   国⺠健康保険税の後期⾼齢者⽀援⾦等課税額に係る課税限度額を 24 万円（現行：22

万円）に引き上げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
〇改正による影響（R6.1.31 現在の試算） 
  影響を受ける世帯：約 570 世帯 
  影響額：約 1,140 万円（税収増） 
 
 
 ※R3 年度以降の推移 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

資料３ 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

63万円 65万円 65万円 65万円

19万円 20万円 22万円 24万円

17万円 17万円 17万円 17万円

99万円 102万円 104万円 106万円

基礎課税分

後期高齢者医療支援金分

介護納付金分

計
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◎国⺠健康保険税の軽減判定所得の⾒直し 
 
 〇概要 

経済動向等を踏まえ、国⺠健康保険税の軽減措置（世帯の所得に応じて、均等割と平等
割を 7 割・5 割・2 割軽減）に不利益が生じないようにする必要があるため、次のとおり
軽減判定基準の⾒直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正前 改正後

7割軽減基準額
43万円＋10万円×（給与及び年金所得者の

数－1）
43万円＋10万円×（給与及び年金所得者の

数－1）

5割軽減基準額
43万円＋（29万円×被保険者数）

＋10万円×（給与及び年金所得者の数－1）
43万円＋（29.5万円×被保険者数）

＋10万円×（給与及び年金所得者の数－1）

2割軽減基準額
43万円＋（53.5万円×被保険者数）

＋10万円×（給与及び年金所得者の数－1）
43万円＋（54.5万円×被保険者数）

＋10万円×（給与及び年金所得者の数－1）



　　本市国保特会の収支見通し
歳入、歳出の内訳は、主なものを記載 単位：千円

3,000 3,000 3,000 3,000

　　歳入

産前産後保険税繰入金 - - - - - 874 3,500 3,000

17,145,779 16,774,773 17,031,255 15,171,747

R5見込

R6年度 R7年度 R8年度Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R9年度 R10年度

推計実績 当初予算

（対前年比）
84.89% 99.643% 97.84% 101.529%

17,208,199 17,253,107 17,579,062 16,939,952 16,309,131 15,811,006

95.96%
※H30：事業規模縮小

101.889% 96.36% 96.28% 96.95%

17,207,136

（増減額） △ 3,061,709 △ 61,357 △ 371,006

101.04% 100.26%

△ 498,126 △ 639,259

　保険税 3,513,081 3,425,742 3,424,489

256,482 176,944 44,908 325,955 △ 639,110 △ 630,821

2,809,017 2,759,442

（平均改定率）

△ 34,415 △ 59,590

- - -

3,369,531 3,307,439 3,058,023 2,963,234

△ 62,092 △ 249,416

2,928,819 2,869,229

-

（増減額） 224,988 △ 87,339 △ 1,253 △ 54,958

- - - - - -

△ 49,575△ 94,789 △ 60,213

107.50%

97.90% 98.24%

使用料及び手数料 2,860 2,780 2,661 2,388

98.40% 98.16% 92.46% 96.90% 98.84% 97.97%（対前年比） 106.84% 97.51% 99.96%

258 2,904 0 0 0 0

3,000

　国庫支出金 0 3,358 13,879 6,834 932

2,385 2,848 3,000 3,000 3,000 3,000

普通交付金 11,699,580 11,717,706 11,377,865

11,778,872 11,789,752　県支出金（交付金） 12,123,399 12,150,373

423,819 432,667 401,007 422,452

11,367,300

11,606,119 11,191,920 10,813,22711,694,424 11,948,962 12,411,578 11,967,132

10,841,920 10,463,22711,314,352 11,561,594 12,033,221 11,617,132 11,256,119

350,000380,072 387,368 378,357

　一般会計繰入金 1,544,886 1,494,795 1,492,548 1,471,081 1,432,634

350,000 350,000 350,000特別交付金

法定内 1,534,510 1,490,197 1,487,012 1,465,476 1,426,684

1,449,888 1,485,016 1,449,518 1,455,693 1,460,817 1,458,233

1,449,518 1,455,693 1,460,817 1,458,233 1,461,150

（対前年比） 111.89% 97.11% 99.79%

1,443,671 1,485,016

100.35% 99.82%

26,569 26,581

98.55% 97.35% 101.19% 102.86% 97.61% 100.43%

22,250 29,334 26,667 25,952 27,223

174,000 174,000 174,000167,810 176,690

出産育児繰入金 30,171 28,184 31,143

187,901 181,794職員給与費等繰入金 206,123 194,967

25,131

187,175 174,000

986,642 987,248 988,056

財政安定化支援事業繰入金 246,366 237,981

1,016,019 995,193 966,788 984,845 984,845 981,607保険基盤安定繰入金 1,051,850 1,029,065

-

257,829 263,001 259,596

未就学児均等割保険税繰入金 - - -

251,949 263,358 258,352 242,313 273,214 257,960

10,000 10,00011,484 9,615 9,615 10,000 10,000

0 0

子ども医療分他 10,376 4,598 5,536 5,605

0 0 0 0 0 0

0

赤字補填分

諸収入 22,910

5,950 6,217 0 0 0 0

27,143 27,143 27,143 27,143

法定外
0 0 0

68,731 62,324 69,303 80,042 70,751 27,143

0 239,298

322,366

110,7020 0 0 0

79,811 0690,343 722,377 686,187 564,339 347,946繰越金 0 0 0

0 00基金取り崩し 0

（対前年増減率） 85.32% 97.54%

16,485,822 16,566,920 17,014,723 16,592,006 16,229,321 15,811,005

95.67% 99.32% 100.89% 100.49% 102.70%

　　歳出

（増減額） △ 3,034,054 △ 434,447

97.81% 97.42%

15,429,37917,631,993 17,197,546 16,452,407 16,340,912

97.59%

△ 362,685 △ 418,315 △ 381,627

97.52%

△ 745,139 △ 111,495 144,910 81,098 447,803 △ 422,717 △ 109,409

　保険給付費 11,783,259 11,841,083

191,041 184,519総務費 206,253 198,196

療養給付費 10,041,324 10,072,885

高額療養費

9,272,842 8,918,620

11,518,483 11,561,473 11,410,234 11,640,745 12,108,682 11,691,537

189,803 189,803 189,803173,492 180,625 189,803 189,803

98.69% 102.02% 104.02% 96.55% 96.93% 96.34%対前年比 97.96% 100.49% 97.28% 100.37%

11,332,379 10,917,284 10,538,570

96.53%

9,653,1779,804,901 9,864,469 9,754,675 9,904,672 10,355,401 9,981,571

65,839 62,797 60,756

審査支払手数料 32,564 30,934 30,846

68,779 70,288 66,766 69,202 74,056 69,479療養費 81,785 79,627

31,280 31,263

1,577,313 1,610,739 1,562,534 1,553,009

31,609 31,306 31,145 31,333

1,515,961

31,261 31,246

630 820 784 745 783 770

1,482,0811,587,090 1,601,944 1,564,298 1,535,359 1,504,498

40,092

高額介護合算療養費 978 332 698 856 901

33,393 44,019 40,017 39,143 41,06037,716

1,000 1,000 1,000

出産育児諸費 45,279 42,295 46,739

226 0 0 0 1,000 1,000移送費 16 91

40,073

0 0

3,988

傷病手当諸費 0 0 0 226 3,092

4,140 3,780 4,080 4,000 3,953 4,011葬祭諸費 4,180 3,760 3,3004,000

99.91%

807 807

4,525,441 4,522,220 4,519,3084,399,915 4,598,472 4,532,947 4,528,968

795 804 807 807 807

207 31 0 0

4,575,830

対前年比 － 95.65%

4,556,313 4,440,043　国保事業費納付金 4,783,944

112,607 130,886

798共同事業拠出金 787 794 806

99.92% 99.93% 99.94%99.57% 97.45% 99.10% 104.51% 98.58%

15,854 24,593 23,000 23,000 23,000 23,000

157,891

諸支出金 324,876 18,314 21,389 23,193 23,759

127,627 130,420 157,891 157,891 157,891 157,891保健事業費 135,672 138,472

0 0 0

　財政調整基金 0 0 0

51,768 0 0 0 0 0　繰上充用金 397,202 424,857

0 0

367,977

690,343　　実質収支 △ 424,857 △ 51,767 322,366

0 350,000 0 0 0 0

0 △ 257,632722,377 686,187 564,339 347,946 79,811

△ 368,334

　　基金残高 0 0 0

32,034 △ 36,190 △ 121,848 △ 216,393 △ 268,136 △ 319,108

0

　　単年度収支 △ 27,655 373,090 374,133

110,702 00 350,000 350,000 350,000 350,000 350,000

10,098,474

350,000

1,461,150

R11年度

14,644,957

96.53%

△ 526,790

2,705,191

-

△ 54,251

98.03%

157,891

189,803

10,174,129

96.54%

23,000

257,632

0

△ 675,013

△ 417,381

40,408

3,984

0

4,516,708

99.94%

807

資料４

1
9

8,577,928

58,781

31,263

1,459,998

766

1,000

15,319,970

99.29%

10,000

0

0

27,143

0

0

100.20%

174,000

26,791

990,217

260,142

3,000

0

10,448,474




